
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

8,462 295 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 8,504 294 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 9,215 293 未把握

□ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

19,872 12 29,457 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 19,304 10 31,346

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 18,457 10 30,094

□ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

8,462 295 未把握 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 8,504 294 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 9,215 293 未把握

□ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

10 4 57 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2

保育課長
保木本　健一

（ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 11 1 20

上乗 □ （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 10 5 50

□ （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

延長保育事業

公立保育園給食事業

公立保育園施設整備
事業

24年度以
降方向性

説明欄：次世代育成支援行動計画(後期)、
民営化実施計画（改定版）では、２２年度
～２６年度の計画期間中、市立保育園２園
の民営化を実施することを目標に掲げてお
り、みなみ保育園の民営化に向けて、２３
年度は保護者説明会を経て、法人公募を行
い、法人選定委員会で運営法人を決定し
た。２４年度は市、法人、保護者の三者で
三者協議会を開催し引き継ぎや保育内容に
ついて協議を行っていく。（保護者負担金
139,737千円が公立保育園運営事業、公立
保育園給食事業、公立保育園施設整備事業
に充当されている）

259,946

265,920

説明欄：

2,871

900,637

アウトソー
シング

25年度以
降方向性

902,947

1,160,583

アウトソー
シング

説明欄：次世代育成支援行動計画(後期)、
民営化実施計画（改定版）では、２２年度
～２６年度の計画期間中、市立保育園２園
の民営化を実施することを目標に掲げてお
り、みなみ保育園の民営化に向けて、２３
年度は保護者説明会を経て、法人公募を行
い、法人選定委員会で運営法人を決定し
た。２４年度は市、法人、保護者の三者で
三者協議会を開催し引き継ぎや保育内容に
ついて協議を行っていく。（保護者負担金
139,737千円が公立保育園運営事業、公立
保育園給食事業、公立保育園施設整備事業
に充当されている）

980,942 1,246,862

意図 適正な環境で保育される。

265,920

保育園開園日数

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護 者 ／ 保 護
者）

児童福祉法
対象 公立保育園児

全額補助

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

保育園で園児を保育する。毎月、園
児の健康管理のため身体測定や0歳児
検診を実施するとともに、誕生会や
運動会、遠足など季節ごとに様々な
行事を実施している。

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

258,640 1,161,587

24年度以
降方向性

現状維持

2,994908

説明欄：公立保育園給食調理業務の民間委
託は、みなみ保育園、はちまん保育園の２
園において平成１７年度中に開始してい
る。今後については、職員の配置基準等を
鑑みながら、民間委託の可能性を検討して
いく。（保護者負担金139,737千円が公立
保育園運営事業、公立保育園給食事業、公
立保育園施設整備事業に充当されている）

24年度以
降方向性

説明欄：都より2/3補
助。その他に利用料
2,478千円が充当されて
いる。

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

現状維持

2,623

市内認可保育
園の入所児数

9,891

8,616 1,178

1,070

8,983

延長保育を利
用した延べ児
童数

9,794

延長保育を実施
した保育 園数
（公立3園、公
設民営3園、私
立6園）

7,869 8,939

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）公立保育園民営
化

行財政改革アクション
プラン３（１）保育料
の見直し

258,640

アウトソー
シング

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

アウトソー
シング

24年度以
降方向性

91,654

説明欄：

25年度以
降方向性

アウトソー
シング

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

説明欄：

説明欄：都子供家庭支援
区市町村包括補助事業に
より1/2補助

2,644

24年度以
降方向性

現状維持
24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

アウトソー
シング

100,049

17,635

説明欄：施設整備に要する費用は、老朽化
により増加の一途をたどっている。整備計
画どおりには実施できず、延期している状
況が続いている。大規模な整備工事を実施
するのが困難な現在の市の財政状況では、
民営化を機に施設更新を進めていく方法に
よらざるをえない。耐震診断については公
立７園中、５園で実施済みであり、残り２
園については、繰越明許費により２３年度
から２４年度にかけて実施中である。（保
護者負担金139,737千円が公立保育園運営
事業、公立保育園給食事業、公立保育園施
設整備事業に充当されている）

整備工事の年
度内対応割合
＝整備工事施
工数／計画件
数

対象

23,875

現状維持
25年度以
降方向性

41,506 6,159 28,219

義務的

全額補助

説明欄：公立保育園の施設整備に要する費
用は、施設の老朽化により増加の一途をた
どっている。中には築４０年以上経過して
いる施設もあるが、予算配分上、整備計画
どおりには実施できず、翌年度以降に延期
している状況が続いている。大規模な整備
工事を実施するのが困難な現在の市の財政
状況では、民営化を機に施設更新を進めて
いく方法によらざるをえない。耐震診断に
ついては公立７園中、５園で実施済みであ
り、残り２園については、繰越明許費によ
り２３年度から２４年度にかけて実施中で
ある。（保護者負担金139,737千円が公立
保育園運営事業、公立保育園給食事業、公
立保育園施設整備事業に充当されている）

25,337

説明欄：

26,481 857 27,338 572

22,923

市独自上乗せ（上乗・横出）

市全額

意図
園児の保育の実施に際して安心・快
適なものとなる。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

児童福祉法
東久留米市立保育園条例

手段
・

内容

市立保育園施設

努力義務的自主的

説明欄：公立保育園給食調理業務の民間委
託は、みなみ保育園、はちまん保育園の２
園において平成１７年度中に開始してい
る。今後については、職員の配置基準等を
鑑みながら、民間委託の可能性を検討して
いく。（保護者負担金139,737千円が公立
保育園運営事業、公立保育園給食事業、公
立保育園施設整備事業に充当されている）

166,329

969

手段
・

内容

園児に対して、栄養士が作成した献
立に基づき、調理員が調理した昼食
及びおやつを提供する。

266,378

255,507

意図

市独自上乗せ（上乗・横出）

給食実施日数

保育園を利用
している保護
者の給食に対
する満足度

正しい食習慣や食事態度を身につけ
る。

直営（委託無）

91,158

説明欄：

公立保育園児

163,853

100,049

91,654

公立保育園７
園の延べ入園
児数（受託児
童を含む）

25年度以
降方向性

公立保育園施設整備計画により、園
庭整備・内外壁・床・給排水・各種
設備等の改修・補修工事を実施す
る。

952

公立保育園数
整備工事等実施
数

259,946

公立保育園７
園の延べ入園
児数（22年度
までは８園、
受託児童を含
む）

アウトソー
シング

アウトソー
シング

24年度以
降方向性

40,537

91,158 163,706 254,864

説明欄：次世代育成支援行動計画（後期）
では、２２年度～２６年度の計画期間中、
１６園への拡充を目標にしている。保護者
の就労形態の多様化や通勤時間の増加等の
保育ニーズに対応するため、延長保育実施
園の拡大を検討をしていく必要がある。し
かしながら、公立保育園での事業開始や充
実は人件費の増加を伴うものであり現在の
財政状況では直ちに取り組めない。今後は
公立保育園の民営化を機に延長保育をはじ
めとする保育サービスの拡充に取り組んで
いく。

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有

事業
形態

直営（委託無）

平成２３年度東久留米市延長保育事業費実
施要綱

直営（委託無）

一部補助有 市全額

11-01-04

保育課
管理係

根拠
法令
等

全額補助 一部補助有

児童福祉法

市全額11-01-03

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的

手段
・

内容

公立保育園7園のうち3園で18:00～
19:00まで1時間の延長保育を実施。
利用料は（2,500円／月）とスポット
利用（500円／回）公設民営の全ての
園と私立の全ての園で30分～2時間の
延長保育を実施。18:00～18:30が3
園、 18:00～ 19:00が 3園、 18:00～
20:00が3園

対象

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的

意図

対象
保育園に入所している児童とその保
護者

保育園終了後に別の保育施設に子ど
もを預ける二重保育を必要としなく
なる。

努力義務的

事業
形態

全額補助11-01-02

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的

11-01-01

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

公立保育園運営事業

事業
形態

直営（委託無）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等
指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等
指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

809 13 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 876 14 0

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 890 13 0

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

17,835 17,855(未確

定)
98.39 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 17,419 18,156(未確定） 93.73
（未確定）

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 16,404 16,235 98.09

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

11,501 24 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 10,963 23 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 9,564 17 未把握

□ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

906 13 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 748 12 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 773 11 未把握

□ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

保育課
保育係

保育園入所事務

説明欄：雇用情勢や家庭状況の変化によ
り、入所相談や申請後の希望先変更、内定
後の取り下げなど、窓口に係る事務が複雑
化、長期化する傾向にある。多様なニーズ
に対応していくため、効率的な事務処理を
進めていく必要がある。今国会で審議され
ている「子ども・子育て新システム」の方
向性を踏まえ、入所事務に関しても見直し
ていく必要がある。今年度開園した私立認
定保育所（認定こども園）は直接入所であ
るが保育に欠けるかどうかの判断は市に委
ねられており、事務量は増えている。

説明欄：保育料徴収・滞納整理の年間計画
に基づき、現年度の収納率向上を図るため
に口座振替の普及、園長を通じての納付依
頼を行った。滞納整理については、通知や
電話での督促を実施するとともに、納付が
困難な場合には相談の機会を持ちかけ、場
合によっては財産調査による差し押さえも
実施していく。保育所に入所できない世帯
等に生じている受益と負担の不公平感の解
消を踏まえて、利用者負担の適正なあり方
についても今年度社会福祉審議会において
検討していただく。

保育料徴収事務

私立保育園運営支援
事業

認証保育所運営支援
事業

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持現状維持
25年度以
降方向性

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

根拠
法令
等

11-01-05

保育課
管理係

根拠
法令
等

対象 認可保育所(公立・私立）

入所児童申し
込み数

入所会議実施回
数

25年度以
降方向性

230 22,293 22,523

483

説明欄：

483

230

153

374

説明欄： 24年度以
降方向性

498

説明欄：東京都より1/2
補助

24年度以
降方向性

説明欄：

721

24年度以
降方向性

説明欄：

25年度以
降方向性

説明欄：

24年度以
降方向性

現状維持 現状維持

説明欄：入所申し込み件数がほぼ横ばいで
減らないことに加え、雇用情勢や家庭状況
の変化により、入所相談や申請後の希望先
変更、内定後の取り下げなど、窓口に係る
事務が複雑化、長期化する傾向にある。多
様なニーズに対応していくため、効率的な
事務処理を進めていく必要がある。今国会
で審議されている「子ども・子育て新シス
テム」の方向性を踏まえ、入所事務に関し
ても見直していく必要がある。今年度開園
した私立認定保育所（認定こども園）は直
接入所であるが保育に欠けるかどうかの判
断は市に委ねられており、事務量は増えて
いる。

24年度以
降方向性

現状維持

20,066 20,549

22,707 22,860

2,059

保育の実施が適正になされる。

24年度以
降方向性

現状維持

1,861

1,514 2,012

153

利用者から提出された税資料(所得税
額・市民税額）を基に階層を認定す
る。市保育料徴収基準額により保育
料(月額）を算定し、決定通知書を発
送する。

1,338

1,487

努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

自主的 義務的 努力義務的

決定に対する
異議申し立て
件数

保護者から希望保育園の入所申し込
みを受けて、申請書、添付書類等を
審査して保育に欠ける要件を精査す
る。

直営（委託無）

手段
・

内容

児童福祉法
東久留米市保育の実施に関する条例

自主的 義務的

全額補助

説明欄：

説明欄：保育料徴収・滞納整理の年間計画
に基づき、現年度の収納率向上を図るため
に口座振替の普及、園長を通じての納付依
頼を行った。滞納整理については、通知や
電話での督促を実施するとともに、納付が
困難な場合には相談の機会を持ちかけ、場
合によっては財産調査による差し押さえも
実施していく。保育所に入所できない世帯
等に生じている受益と負担の不公平感の解
消を踏まえて、利用者負担の適正なあり方
についても今年度社会福祉審議会において
検討していただく。

現年度徴収率

対象 認可保育園保育料

現状維持

721

11-01-06

保育課
管理係

根拠
法令
等

事業
形態

児童福祉法
東久留米市児童保育運営費徴収条例

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

374

意図
適正な手続きによって通知され、保
護者により納入される。

498

保育料賦課人
数(現年：年間
延数→Ｂ2.C.D
階層）

年間納入 件数
（現年・ 過年
度）

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

自主的 義務的 努力義務的

1,383,750

保育運営費支弁要綱

11-01-07 全額補助 一部補助有 市全額

拡大
25年度以
降方向性

対象
保育園に入所している児童とその保
護者

管外受託児童
を除いた私立6
園、公設民営3
園の入所児童
数＋管外委託
児童数

現状維持
説明欄：国基準の運営費
から国基準の保育料相当
分を減じた残りの1/2を
国が負担し、1/4を東京
都が負担。また保護者負
担金185,468千円が充当
されている。

説明欄：国や都の負担金、補助金に併せ
て、市独自の補助金を交付している。今国
会に法案提出され審議されている「子ど
も・子育て新システム」の方向性を踏ま
え、運営費・補助金の交付基準についても
見直していく必要がある。２４年度よりか
たばみ保育園（認定子ども園）の新設、滝
山しおん保育園の増築に伴う定員増により
増加の見込みである。

25年度以
降方向性

1,418,680 6,688 1,425,368 1,064,009

手段
・

内容

1,037,8125,944 1,389,694

意図 適正な環境で保育される

1,174,155 6,056 1,180,211 880,616

保育所運営費を
交付している保
育園数

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護 者 ／ 保 護
者）

24年度以
降方向性

毎月、保育園からの請求により保育
運営費を支出する。地域区分、児童
年齢、各園の定員数など国基準の単
価が細かく定められており、児童
数、職員数に応じた金額を支払う。
それ以外に都が独自に定めた各種保
育サービスに対する補助。

11-01-08

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

対象 認証保育所在園児
平成２３年度東久留米市認証保育所運営費
補助金交付要綱

全額補助 一部補助有 市全額

意図 適正な環境で保育される。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

東京都認証保育所事業実施要綱に基
づく認証保育所（Ａ型及びＢ型の施
設）に市内の乳幼児が在籍した場
合、年齢区分に応じた単価により計
算した運営費補助金を交付する。

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

認証保育所入
所 者 数 （ 延
べ）

管内＋管外認証
保育所数（市内
児童を受託した
市外の保育所）

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護者の数／保
護者数）

24年度以
降方向性

拡大

69,094

1,817 71,980

説明欄：喫緊の課題となっている待機児解
消と多様な保育サービスの拡充を図るた
め、認証保育所の果たす役割は大きいが、
例年４月～６月の間は入所数が比較的少な
い傾向がある。市ホームページ上に受入れ
可能人数の表示を行うなどして、認証保育
所の利用を促進しているが、保育料に認可
保育園との格差があることが、認可保育園
志向の大きな要因と考えられるため、認可
外保育サービス利用者への保育料補助制度
の検討が急がれる。

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

33,655

説明欄：

説明欄：

85,335 1,997 87,332 42,667

67,311 1,783

70,163

拡大

35,081

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等
指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

2 145 未実施 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
保木本　健一

（ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 3 177 未実施

上乗 □ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 3 170 未実施

□ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

7 347 37 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
保木本　健一

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 7 348 43

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 6 305 26

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

925 925 100 必要性 3 有効性 3 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 912 912 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 869 869 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 29 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（箇所） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 20 24 100

上乗 □ （箇所） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 15 15 100

□ （箇所） （ 件 ） （ ％ ）

保育室運営支援事業

学童保育所管理事業

家庭福祉員運営支援
事業

学童保育所運営事業

25年度以
降方向性

現状維持
24年度以
降方向性

11,631 1,783 13,414

平成２３年度東久留米市保育室制度運営費
補助金交付要綱

直営（委託無）

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

11-01-11

子育て支援課
児童係

根拠
法令
等

自主的 義務的

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

拡大拡大
24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

説明欄：東京都より1/2
補助

24年度以
降方向性

説明欄：

25年度以
降方向性

説明欄：

17,705

15,781

37,446

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）学童保育使用料
見直し

176,242

24年度以
降方向性

事業
形態

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的 義務的

市全額

全額補助 一部補助有

直営（委託無）

市全額

努力義務的

児童福祉法第６条の２第２項
学童保育所設置条例

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護者の数／保
護者数）

対象
放課後に適切な監護が受けられない
児童

努力義務的

入所児童数

218,675 9,461

224,229

放課後、適切
な監護が受け
られない児童
数

入所申請児童数

説明欄：学童保育所に勤務する児童厚生指
導員に対する研修等により資質の向上と適
正な人員配置に努める必要性がある。
平成２１年度から２３年度にかけて、第２
学童保育所の創設等による学童クラブガイ
ドラインに沿った在籍児童の適正化（定員
７０名以下）を実施し職員が増員となった
ため、報酬費等の増額が見込まれる。
障害児童の４年生までの延長保育や保育時
間の延長等保護者ニーズが高く使用料の見
直しと同時に検討する必要がある。

放課後に適切な監護が受けられない
児童に適切で安全な環境を与える。

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図
放課後、児童に適切に安全な環境を
与えることにより、就労している保
護者の子育て支援に繋がる。

234,045

24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：東京都より1/2
補助

136,820

17,660

3,974

6,102

説明欄：東京都は、平成１３年度の認証保
育所制度創設後、保育室についてより基準
の高い認証保育所への移行を促進してきた
が、都の全ての保育室が他事業として実施
できることが確定したため、２２年度を
もって保育室制度を廃止した。該当するた
んぽぽ保育室は移行に対して都の補助があ
る平成２４年度末まで、保育室運営費補助
を受けながら「定期利用保育事業」を実施
することとなった。

5,815

現状維持
25年度以
降方向性

義務的

補助対象とな
る
保育室数

東京都及び市の定める補助要綱に基
づき、保育室に対して、市内の0歳か
ら2歳の児童を持つ保護者が、就労、
疾病等のため家庭で保育できないと
き、管内施設及び管外施設に市内児
童が入所した場合に補助支援をす
る。

対象 保育室在園児

意図 適正な環境で保育される。

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

保育課
保育係

根拠
法令
等

説明欄：

66,118

施設数

対象

173,768

事業
形態

14,021

7,949

11-01-09

11-01-10

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的

1,783

努力義務的

一部補助有

35,321 1,775 37,096

35,411 37,194

説明欄：

1,817 33,379

説明欄：次世代育成支援行動計画(後期）
では、待機児解消の取り組みとして、各年
度１名ずつの家庭福祉員増員を掲げてい
る。また２２年度より児童福祉法の改正に
より「家庭的保育事業（家庭福祉員）」が
法律上位置づけられている。今後は家庭的
保育者の要件を満たすための研修や保育所
との連携など、体制の整備を図りつつ、新
たに始める方に対して開設を支援してい
く。

9,167

12,204

意図
保育園における集団保育とは異なる
サービスを選択できる。

31,562

家庭福祉員数
家庭福祉員利用
児童数（延べ）

保育室入所児数
（延べ）

手段
・

内容

保護者が就労、疾病等のため家庭で
保育できない0歳から2歳までの児童
を保育する家庭福祉員に対して、都
費補助要綱及び市補助要綱により補
助を行う。

説明欄：

全額補助

平成２３年度家庭福祉員制度運営費補助金
交付要綱

利用保護者数

対象
就労や疾病等により家庭で保育がで
きない児童を持つ保護者

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1,817

1,218

学童児童が安全・快適に施設を利用
できる環境を整える。

手段
・

内容

・施設の保守点検
・施設の修繕
・施設の増改築 修繕・改築実施

件数

手段
・

内容

学童保育所(クラブ）施設

5,069 13,828 18,897

240,868

228,136

9,816

228,213 12,655

187,953 94,536

説明欄：全施設に障害児対応トイレやス
ロープ等を整備し、また災害時における非
難路の確保などにより安全で快適な環境設
備を施す余地があるため、管理コストの増
が改善課題である。

14,185

―

―

― 5,069

13,493 79,611

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図

児童福祉法第６条の２第２項
学童保育所設置条例

直営（委託無）

11-01-12

子育て支援課
児童係

根拠
法令
等

現状維持
24年度以
降方向性

説明欄：
報酬等事業費及び学童保
育所使用料。東京都より
学童クラブ事業補助金あ
り。

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

現状維持

25年度以
降方向性

現状維持

137,575

修繕・改修対
応率

説明欄：

現状維持 現状維持
説明欄：

説明欄：全施設に障害児対応トイレやス
ロープ等を整備し、また災害時における非
難路の確保などにより安全で快適な環境設
備を施す余地があるため、管理コストの増
が改善課題である。

24年度以
降方向性

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等
指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

8 1,600 1,524 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 園 ） （千円） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 8 1,600 1,534

上乗 □ （ 園 ） （千円） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 8 1,600 1,590

□ （ 園 ） （千円） （ 人 ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

928 19,264 75.6 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（月・人） （千円） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 887 17,767 98.9

上乗 □ （月・人） （千円） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 498 9,786 106.7

□ （月・人） （千円） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

0 51 2 必要性 4 有効性 2 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 2 達成度 2 効率性 2

学務課長
稲葉　勝之

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 0 52 2

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 0 54 2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

私立幼稚園振興事業

認定こども園運営費
等補助事業

子育て支援課
子育て支援係

学務課学事係

根拠
法令
等

自主的 義務的

事業
形態

期日までに完
納される

事業
形態

公立幼稚園保育料等
徴収事務

市立幼稚園に在園していた幼児の保
護者に対して保育料の徴収事務及び
督促・催告事務を行う。一部補助有

606

説明欄：受益者負担の原則遵守のため現状
維持が望ましいが、２３年度で市立幼稚園
閉園から３年が経つ。時効等のからみか
ら、今後の対応を検討する必要がある。

全額補助

市独自上乗せ（上乗・横出）

6612

直営（委託無）

意図

説明欄：

594 600

24年度以
降方向性

縮小
25年度以
降方向性

現状維持

6

24年度以
降方向性

市全額

保育料の完納

6

その他（　　　　　　　　　　　　　）

①納付書発行枚
数②督促・催告
状発送数

対象

手段
・

内容

就学前のこどもに関する教育、保育
の総合的な提供の推進を図る。

9,786

補助金額

認定こども園設置者

児童数（月・
延べ人数）

実児童数/定員
数
（市内認定こ
ども園）

6

在園している
園児数

市立幼稚園在籍児の保育料等

説明欄：

・東久留米市立幼稚園に関する条例
（平成２１年３月３１日限り廃止）

4 535 539 4

縮小
25年度以
降方向性

努力義務的

説明欄：

東久留米市認定こども園運営費等に係る補
助金交付要綱

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

1,500

20,809 9,504

拡大

25年度以
降方向性

現状維持
24年度以
降方向性

現状維持

現状維持

19,264 1,545

市私立幼稚園連合会への補助。
市内私立幼稚園設置認可及び都から
の調査依頼、回答にかかわる事務。全額補助 一部補助有

24年度以
降方向性

説明欄：平成17年度に、補助金を園当たり
30万円を20万円に減額したところで、公立
幼稚園閉園後の市内の幼児教育の重要な担
い手としての連合会事業への補助の意味か
らも、今以上の補助金の減額は難しい。
また、同じく幼稚園の振興に係るものとし
て国・都からの通知や調査への対応、学校
法人化や放射線測定などの現場作業が市職
員の人件費に含まれるところである。

4,463 6,063

4,160

事業
形態

直営（委託無）

意図

補助金の交付により、連合会の円滑
な活動と教職員の資質向上及び園児
等の保健管理による幼児教育の振興
充実を図るとともに、国・都と各幼
稚園との円滑な情報交換・調査回答
を行う。

1,600

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市内幼稚園
合計園児数

対象
市私立幼稚園連合会
市内私立幼稚園

市全額

11-01-15

5,760

現状維持

6,029 1,600

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

1,600

1,600

市内私立幼稚
園数

私立幼稚園連合
会補助金額

自主的 義務的

4,429

努力義務的

11-01-13

根拠
法令
等

東久留米市私立幼稚園連合会補助金交付要
綱

11-01-14

子育て支援課
子育て支援係

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有

認定こども園設置者に対して、補助
金を交付する。

根拠
法令
等

11,286 4,893

その他（　　　　　　　　　　　　　）

25年度以
降方向性

1,600

市全額

対象

説明欄：

17,767 1,717 19,484

25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：国の次世代育成政策として、既設
幼稚園・保育園の認定こども園への移行を
進めるところで、現在、幼稚園単独型で1
園、幼保連携型で1園が市内にある。今
後、国の子ども・子育て新システムによる
私立幼稚園の総合こども園への移行につい
て注視するところである。

説明欄：受益者負担の原則遵守のため現状
維持が望ましいが、２３年度で市立幼稚園
閉園から３年が経つ。時効等のからみか
ら、今後の対応を検討する必要がある。

説明欄：事業費の2分の1
を都が補助する。

25年度以
降方向性

現状維持

1,600

8,623

24年度以
降方向性

24年度以
降方向性

説明欄：平成17年度に、補助金を園当たり
30万円を20万円に減額したところで、公立
幼稚園閉園後の市内の幼児教育の重要な担
い手としての連合会事業への補助の意味か
らも、今以上の補助金の減額は難しい。
また、同じく幼稚園の振興に係るものとし
て国・都からの通知や調査への対応、学校
法人化や放射線測定などの現場作業が市職
員の人件費に含まれるところである。

説明欄：

東久留米市


